
1．はじめに

近年，日本の社会・経済構造は大きな変化を遂げて

いる．パソコンの普及，FA化，OA化に見られる生

産性の向上，絶えないグローバル化，それに伴い高度

情報社会が発展し，企業も大きく変わった．企業のボー

ダレス化，ダウンサイジング，アウトソーシング，

M&Aにみられる企業の再編成は職場構造に大きく

影響をもたらす．その結果，日本も従来の終身雇用制

度や年功序列から成果主義，裁量労働制に方針をかえ
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Abstract

Theaimofthisstudywastoanalysetheconsultationroom（thePhysicalaMentalConsultation

Room:TPMCR）activitywhichcanapproachmind-and-bodybothsidesaspartlymentalhealthcare

foroccupationalhealth,andtocomparethementaldistressbetweenauserandanunusedperson.It

wasanalyzedusingbythestatisticsapplicationSPSSver.11fort-testandtheonewayfactorial

ANOVA.

Theresult,asfollowers

1）AsaresultofcomparingaveragethescoreinGHQ28,anditslowrankcriterionaboutTPMCR

usergroupandanunusedpersongroup,theaveragevalueofausergroupwassignificatlyhighatall

items.ThisshowsthatclearlyusenofTPMCRhavepotentialactualhealthproblem,inspiteofany

routeofmentalhealthconsaltation.

2）GHQ28quantityscore・sgroup,theovertimeworkgroup,andvoluntaryclient,hadhadthe

problemonwork.Moreover,theuserbyhisfirstchoicehavebeenheldthecomplexstressorinmany

cases.Sincethereisalittleonwork,itwasindicatedthatitwasnecessarytoapproachtomanegers

tosolvetheirtroublesbecausetheyoftencouldn・tsolvebythemselves.

3）Althoughtheapproachtoamanagerialstaffisrequiredinordertomakeaemviromental

improvement,itissurmisedthatthemanagerialstaffisalsoholdvariousstress.Itisveryimportant

toexamineinvestigationaboutthementalhealthandstressofamanagerialstaff,andtofindoutthe

supportwhichcanbesubstantialin・acarebytheline・asafuturetask.

4）Itwasre-recognizedthatthefuntionsofTPMCRwere①aroleasagateforearlydetectionand

earlyintenvationforsecondaryprevention②aroleasafollowtoemployeeswhohavementalhealth

problemandwhowillreturntoworkfortheirdprevention.However,inordertooperatethisrole

effectively,itwasshownthatactivityofaprimarycareviewpointisimportant.
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つつある．

特に1990年代後半以降，インターネットの普及と

IT技術革新は急進展し，IT革命といわれるほど社会

経済の構造変革にまで波及し，ユビキタス社会の市場

創造が提唱されている．この現象は，一般企業はもと

より，このユビキタス社会になくてはならない，電子

デバイス業界に大きな市場を呼び込むともに，多くの

負担を強いることになる．今日，携帯電話，モバイル

にみられるように，多機能の製品が日々生産され，消

費され，新たなモノを作り出していかなければならな

い．短期間での商品開発，設計，量産を行い，事業の

再編成も急展開することが多い．和田1）は，技術革新

の進展で多くの勤労者は精神労働や知識労働に従事す

ることを余儀なくされ，うつ病，心身症，職場不適応

などいわゆるストレス病や突然死，過労死，過労自殺

などが増加していることを指摘している．

技術革新はVDT（VisualDisplayTerminals）作業

の負荷をも増大させる．厚生労働省が実施した「技術

革新と労働に関する実態調査」2）によれば，VDT作業

者のうち，精神的疲労を感じているものが 36.3％，

身体的疲労を感じているものが 77.6％にも上ってい

る．情報化の進展に従いVDT作業にも新たな変化が

出てきている．例えば，FPD（FlatPanelDisplay）

やマウスの普及，作業場所の広がり，情報伝達機器と

してのディスプレイの使用があげられる．それに伴い，

厚生労働省は新しい「VDT作業における労働衛生管

理のためのガイドライン（1999）」3）を策定している．

このようにVDT作業者は産業保健におけるハイリス

ク群と認識されている．そして，労働形態の変化によ

る腰痛症など運動機能障害やVDT作業障害など身体

機能の低下も知られている．長時間労働と健康障害と

の関連性については，労働時間が仕事の不満足，不定

愁訴，疲労，抑うつ，生活習慣病などと関連があるこ

とが示されている4）．

この急激な変化は労働者のメンタルヘルスにも大き

な影響を与え，現在，産業保健分野ではメンタルヘル

ス対策が重要課題となっている．厚生労働省は「事業

場における労働者の心の健康づくりのための指針

（2000年）」5）を示し，企業はこの指針に基づきメンタ

ルヘルス対策を講じている．また，THPの視点からも

メンタルヘルス対策は一つの柱として，位置づけられ

ている．しかし，あくまでも指針であるがゆえ，メン

タルヘルス対策を講じている企業は企業規模が小さく

なるほど減少する．また，企業における精神保健活動

の現状や活動についての報告は未だ少なく6），検討す

る意義は大きい．特に電子デバイス設計業務はVDT

作業が多く，仕事の質・量・スピードなど多くのこと

が要求されている．このように電子デバイス設計従事

者のメンタルヘルスは厳しい環境におかれていること

が予測され，未だ明らかにされていない部分が大きい．

本研究の目的は，企業おけるメンタルヘルス対策の

一端を担う心身両面にアプローチする相談室活動の内

容，利用者の相談内容やその対応の分析，利用者と未

利用者の精神的健康度の比較，検討することである．

電子デバイス設計業界における特有の精神健康問題と

その対応方法について考察することにより，今後の企

業におけるメンタルヘルス計画の骨格を作る重要なデー

タとなりうると考える．

2．研究方法

1）研究対象と研究期間

調査対象者は関西にある A企業の従業員，286名

（2006年 2月現在）である．調査期間は 2004年 5月

～6月，安全衛生管理者の協力の下，調査用紙を配布

し，厳封した上で回収を行った．今回は一次スクリー

ニング目的もあり記名式で行った．回答者は256名で

あり，回収率は89.5％であった．

2）研究内容

研究内容は以下の2点である．

（1）2004年4月から2006年2月における「こころと

からだの相談室（以下:相談室）利用状況の分析

（2）GHQ28（GeneralHealthQuestionnaire28項目

日本語版）の調査結果について，2004年 4月から

2006年2月における利用者と未利用者の比較．

（なお，本文中の2004年とは，2004年4月1日から

2005年3月末を指し，2005年とは2005年4月1日か

ら2006年2月末を示す．）

3）分析方法

統計パッケージはSPSSver.11を使用した．分析方

法は，相談室の利用者と未利用者についてはt検定，

相談経路別は一元配置分散分析を行い，一元配置分散

分析後の多重比較検定にはBonferroni法を用いた．相

談内容については面接記録をもとに内容分析を行った．

3．相談室の概要

名称:「こころとからだの相談室」

利用対象者:従業員（約286名，2006年2月現在）と

その家族である．

活動内容:

（1）健康問題（身体的問題，精神的問題など）に関す

る相談．

（2）長時間時間外労働（以下:時間外労働）者への保
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健指導．長時間時間外労働とは80時間以上／月の

規定時間外労働または3ヶ月の平均規定時間外労働

が45時間以上を指す．

（3）職場健康診断の事後指導（以下:健診結果指導）．

（4）復職者の保健相談（以下:復職）．

（5）GHQ28の cutoffpointsを 6／7とし，7点以上

は相談室に勧奨し，それに応じた者の面接（以下:

GHQ28高得点者）．

（6）復職，加療などで職務調整が必要な者の相談（以

下:調整）．

（7）ニュースレターの発行．

スタッフは産業医（嘱託医）1名，安全衛生管理

者1名，保健師（非常勤）1名，臨床心理士（非常

勤）1名の4名である．

4．結 果

1）相談室の状況

（1）相談室の経年変化傾向

相談室利用状況について，実利用者は2004年で64

名，2005名で74名である．延べ利用者数は2004年で

114名，2005年で111名であった．各年度の平均利用

回数は1.78回，1.50回となっている．最も多い利用者

は2004年で11回，2005年で8回である．この対象者

は現在復職後の経過観察のため，定期面接を行ってい

る．また1回のみの利用者は2004年では43名（利用

者数の67.2％），2005年は60名（81.1％）である．

2年間で 94名（実人員）が利用している．これは

総従業員数（286名）の32.9％にあたる．

相談者の初回利用パタンについて，本人が利用する

場合がほとんどを占めている．上司，または上司と共

に利用したケースは2004年で1例，2005年で2例で

あった．延べ利用者数では，本人が利用するパタンが

最も多く，2004年は98例（86.0％），2005年は108例

（97.3％）である．また，上司が利用したパタンは2004

年では7例（6.2％）であり，2005年はいなかった．

初回来室経路について，2004年は本人の希望が最

も多く 28例（43.8％）次いで時間外労働が 27例

（42.2％）であった．GHQ28調査で 7.0以上（以下 :

GHQ28高得点）であった対象者（155名）に対し相

談室利用を勧奨したが，8名（5.2％）の利用者のみで

あった．2005年は時間外労働が最も多く，34名

（45.9％）次いで，健診結果指導が23名（31.1％），本

人の希望が16名（21.6％）となった（図1）．

利用者（延人員）数の来室経路について，2004年

は本人の希望が最も多く48名（42.1％），ついで時間

外労働が 41名（36.0％）となっている．2005年は，

本人の希望が45名（40.5％），ついで時間外労働が40

名（36.0％），健診結果指導が 26名（23.4％）となっ

ており，前年度と同様の傾向である（図2）．

各年度の主訴の傾向について，2004年は仕事のこ

とが最も多く 37件（32.5％）であり，ついで医療に

関することが24件（21.1％），身体症状に関すること

が 22件（19.3％）であった．2005年では健康状態の

確認が最も多く 90件（81.1％）次に精神症状 44件

（39.6％）となっている．
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図1．初回来室経路（実人数）

図2．来室経路（延べ人数）

図3．利用回数と相談内容



三重看護学誌
Vol．9 2007

（2）利用者（延人員）（2004年4月から2006年2月）

の相談室の利用傾向

（1）一人あたりの利用回数について

一人あたりの最小利用回数は1回，最大利用回数は

16回であった．最も多い利用回数は 1回であり，71

名（62.8％）であった．利用者の91.1％が1～3回の

利用であった．また，どの来室理由でも利用回数1回

の者が半数以上であった．「本人の希望」の場合は 4

回以上の利用者が22.9％であった．これは復職経過観

察の対象者が含まれるためである（図3）．

（2）利用者の相談経路と相談内容について

GHQ28高得点の者を相談室に勧奨し，その結果利

用した者は8名であった．相談内容は仕事に関するこ

とが75.0％を占めていた（表1）．

健診結果指導で利用した者は26名であった．相談

内容は健康状態の確認を行った者が79.6％であった．

またその中で精神症状を相談した者も若干ではあった

が存在した（表2）．

職務の調整で利用した者は12名であった．相談内

容は事務手続き，職務調整がそれぞれ33.3％であった．

（表3）．

時間外労働で利用した者は81名であった．相談内

容は健康状態の確認が56.8％と最も多く，次いで身体

症状の相談が24.7％，仕事のことが22.2％であった．

仕事に関することでは，仕事の量，質，仕事の変化，

仕事への自信がなくなったなど多岐にわたる．また，

精神症状や身体症状は仕事の問題と共に表出すること

もあった．（表4）．

本人の希望で利用した対象者は92名であった．相

談内容は仕事に関することが50.0％と最も多く，次い

で精神症状の相談が40.2％，家族のことが23.9％であっ

た．仕事に関することでは，仕事の量，質，仕事の変

化，仕事への自信，職場環境，対人関係など多岐にわ

たる．また，仕事，精神症状，家族，身体症状の問題

は複合的に表出することが多く見られた．（表5）．復

職に関することで利用した対象者は，10名であった．

健康状態の確認が30.0％，復職や職務調整が20.0％で

あった．なお復職に関することであげられている対象

者は，復職に向けての初回面接である（表6）．

2）相談室の利用者と未利用者の GHQ28調査結果の

比較

2004年 4月に行った GHQ28調査結果について，

利用者の初回来室理由および未利用者というカテゴリ

でグループ化し，検討した．

（1）相談室の利用者と未利用者との比較

GHQ28総得点（利用者群10.44，未利用者群6.90），

およびその下位尺度である「身体症状」（利用者群

3.59，未利用者群2.60）「不安と不眠」（利用者群3.28，

未利用者群2.31）社会活動の障害（利用者群2.51，未

利用者群1.60）「うつ傾向」（利用者群1.06，未利用者

群0.38）のいずれにおいても利用者群が未利用者群よ

り平均値が高く，有意差が見られた（p＜0.001）（表7）．
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表1．GHQ28高得点

相談内容（複数回答） 内訳
合計に

対する％

仕事 6 75.0％

仕事の量

仕事（質・量）

対人関係

1

1

4

12.5％

12.5％

50.0％

身体症状

家族

健康状態の確認

4

1

1

50.0％

12.5％

12.5％

合計 12

表2．健診結果指導

相談内容（複数回答）

健康状態の確認 20 76.9％

身体症状 5 19.2％

精神的問題 1 3.8％

合計 26 100.0％

表3．調整

相談内容（複数回答）

対人関係 1 8.3％

事務的手続き 4 33.3％

職務調整 4 33.3％

復職 1 8.3％

報告 2 16.7％

合計 12 100.0％
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（2）初回相談経路別利用者と未利用者との比較

① GHQ28の総得点

GHQ28高得点群の平均値が最も高く，14.13であっ

り，次に，本人の希望群で12.04であった．利用者群

はどの群も7.0以上であり，最も低かったのは健診結

果指導群で8.43であった．未利用者群は6.09であった．

各群での比較では，未利用者群は時間外労働群より

平均値の差が2.361低く，有意差が見られた（p＜0.05）．

また，未利用者群はGHQ28高得点群（7.230），本人

の希望群（5.243）より低く，有意差が見られた（p＜

0.001）．

② 身体症状

GHQ28高得点群の平均値が最も高く，5.50であっ

た．次いで本人の希望群で3.83であった．未利用者群

は2.60で最も低かった．

各群での比較では，GHQ28高得点群は未利用者群

より平均値の差が2.901高く，有意差が見られた（p＜

電子デバイス設計企業における精神健康度に関する調査
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表4．時間外労働

相談内容（複数回答） 内訳
合計に

対する％

仕事 18 22.2％ 仕事（量・質） 2 2.5％

仕事の量 7 8.6％

仕事の評価 2 2.5％

仕事の変化 1 1.2％

仕事への自信 1 1.2％

対人関係 3 3.7％

職務調整 2 2.5％

健康状態の確認 46 56.8％

身体症状 20 24.7％

精神的問題 1 1.2％

家族 2 2.5％

合計 87

表5．本人希望

相談内容（複数回答） 内訳
合計に

対する％

仕事 46 50.0％ 仕事（質・量） 10 10.9％

仕事の量 4 4.3％

仕事の評価 2 2.2％

仕事の変化 3 3.3％

仕事への自信 3 3.3％

対人関係 20 21.7％

職場環境 4 4.3％

精神的問題 37 40.2％

身体症状 6 6.5％

服薬 7 7.6％

家族 22 23.9％

報告 5 5.4％

合計 123

表6．復職

相談内容（複数回答）

健康状態の確認 3 30.0％

身体症状 2 20.0％

服薬 1 10.0％

復職 2 20.0％

職務調整 2 20.0％

合計 10 100.0％
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0.001）．また，GHQ28高得点群は，平均値の差が時

間外労働群より2.444，健診結果指導群より2.500高く，

有意差が見られた（p＜0.05）．また，本人の希望群は

未利用者群より平均値の差が1.229高く，有意差が見

られた（p＜0.05）．

③ 不安と不眠

GHQ28高得点群の平均値が最も高く，4.13であっ

た．次いで本人の希望群で 3.97であった．未利用者

群は2.31で最も低かった．

各群での比較では，本人の希望群は時間外労働 群

より平均値の差が1.221高く（p＜0.05），未利用者群

よりは1.651高く，有意差が見られた（p＜0.001）．

④ 社会活動の障害

GHQ28高得点群の平均値が最も高く，3.13であっ

た．次いで本人の希望群で 3.10であった．未利用者

群は1.60で最も低かった．

各群での比較では，本人の希望群は，未利用者群よ

り平均値の差が 1.505高く，有意差が見られた（p＜

0.001）．また，GHQ28高得点群は，未利用者群より

平均値が1.526高く，有意差が見られた（p＜0.05）．

⑤ うつ傾向

GHQ28高得点群の平均値が最も高く，1.38であり，

次いで本人の希望群で 1.24であった．未利用者群は

0.38で最も低かった．

各群での比較では，本人の希望群は未利用者群の平

均値より0.859高く，有意差が見られた（p＜0.05）．

また，時間外労働群は，未利用者群の平均値より

0.641高く，有意差が見られた（p＜0.05）（表8,9）．

5．考 察

1）相談室への来室パタン

相談室への来室パタンはいくつか存在する．最も多

かったのは「時間外労働者への保健指導」次いで「本

人の希望」である．GHQ28高得点者への勧奨は，調

査年次のみであり，健診結果指導は2005年から始まっ

たため，経年的には見られない．

本人の希望による来室は，2004年28名，2005年16

名と減少している．本人の希望による来室者実数は減

少しているが，延べ利用者数を見ると2004年，2005

年とも変化が見られない．つまり，必要性を感じてい
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表7．相談室利用者群と未利用者群の比較

***平均差は0.001で有意

N 平均値 標準偏差 t値
有意確率

（両側）

GHQ28総得点 利用者群 94 10.44 5.405 5.56 0.000 ***

未利用者群 162 6.90 4.604

身体症状 利用者群 94 3.59 2.050 3.85 0.000 ***

未利用者群 162 2.60 1.932

不安と不眠 利用者群 94 3.28 1.846 4.11 0.000 ***

未利用者群 162 2.31 1.778

社会的活動障害 利用者群 94 2.51 1.631 4.54 0.000 ***

未利用者群 162 1.60 1.399

うつ傾向 利用者群 94 1.06 1.632 3.69 0.000 ***

未利用者群 162 0.38 0.973

表8．GHQ28スコア

GHQ28総得点 身体症状 不安と不眠 社会活動の障害 うつ傾向

度数 AVR SD AVR SD AVR SD AVR SD AVR SD

GHQ28高得点 8 14.13 2.75 5.50 1.20 4.13 1.25 3.13 1.64 1.38 1.60

本人希望 29 12.14 5.21 3.26 2.13 3.97 1.72 2.23 1.67 1.24 1.72

時間外労働 43 9.26 5.79 3.83 2.11 2.74 1.84 3.10 1.57 1.02 1.78

健診結果指導 14 8.43 3.78 3.00 1.41 3.00 1.92 1.79 1.19 0.64 0.84

相談室未利用 162 6.90 4.60 2.60 1.93 2.31 1.78 1.60 1.40 0.38 0.97

合計 256 8.20 5.19 2.96 2.03 2.67 1.86 1.93 1.55 0.63 1.29
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表9．GHQ28スコア Bonferroni（多重比較）

*平均差は0.05で有意

**平均差は0.01で有意

***平均差は0.001で有意

GHQ28

総得点

（I）利用者 （J）利用者 平均値の差（I－J） 標準誤差 有意確率

GHQ28高得点 長時間残業 4.869 1.854 0.092

健診結果指導 5.696 2.134 0.081

本人の希望 1.987 1.923 1.000

相談室未利用 7.230 1.744 0.000 ***

本人希望 長時間時間外 2.882 1.157 0.134

健診結果指導 3.709 1.567 0.187

相談室未利用 5.243 0.971 0.000 ***

時間外労働 健診結果指導 0.827 1.482 1.000

相談室未利用 2.361 0.826 0.046 *

健診結果指導 相談室未利用 1.534 1.342 1.000

身体症状 GHQ28高得点 長時間残業 2.244 0.750 0.030 *
健診結果指導 2.500 0.863 0.041 *

本人の希望 1.672 0.777 0.324

相談室未利用 2.901 0.705 0.001 ***

本人希望 長時間残業 0.572 0.468 1.000

健診結果指導 0.828 0.634 1.000

相談室未利用 1.229 0.393 0.020 *

時間外労働 健診結果指導 0.256 0.599 1.000

相談室未利用 0.657 0.334 0.502

健診結果指導 相談室未利用 0.401 0.542 1.000

不安と不眠 GHQ28高得点 長時間残業 1.381 0.684 0.447

健診結果指導 1.125 0.788 1.000

本人の希望 0.159 0.710 1.000

相談室未利用 1.810 0.644 0.053

本人希望 長時間残業 1.221 0.427 0.046 *

健診結果指導 0.966 0.578 0.963

相談室未利用 1.651 0.358 0.000 ***

時間外労働 健診結果指導 -0.256 0.547 1.000

相談室未利用 0.429 0.305 1.000

健診結果指導 相談室未利用 0.685 0.495 1.000

社会活動

の障害

GHQ28高得点 長時間残業 0.892 0.564 1.000

健診結果指導 1.339 0.649 0.401

本人の希望 0.022 0.585 1.000

相談室未利用 1.526 0.530 0.044 *

本人希望 長時間残業 0.871 0.352 0.140

健診結果指導 1.318 0.477 0.061

相談室未利用 1.505 0.295 0.000 ***

時間外労働 健診結果指導 0.447 0.451 1.000

相談室未利用 0.634 0.251 0.123

健診結果指導 相談室未利用 0.187 0.408 1.000

うつ傾向 GHQ28高得点 長時間残業 0.352 0.483 1.000

健診結果指導 0.732 0.556 1.000

本人の希望 0.134 0.501 1.000

相談室未利用 0.992 0.455 0.300

本人希望 長時間残業 0.218 0.302 1.000

健診結果指導 0.599 0.409 1.000

相談室未利用 0.859 0.253 0.008 **

時間外労働 健診結果指導 0.380 0.386 1.000

相談室未利用 0.641 0.215 0.032 *

健診結果指導 相談室未利用 0.260 0.350 1.000
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る労働者はその後も継続して利用していると考えられ

る．また，実数の来室者は初回来室した理由で集計し

ている．つまり，時間外労働や健診結果指導などで来

室した後に，本人の希望で再来室するパタンがあるこ

とがうかがわれる．

時間外労働者の来室実数が増えている要因として，

2つの推測ができる．一つは相談室が認識されてきた

ことによって，気軽に相談できる環境が整ったこと，

二つめは時間外労働者の実数が増加しているというこ

とである．現在，時間外労働については，自己申告し

た時間外労働時間をもとに勧奨を行っている．A企業

の安全衛生管理者は，2005年における時間外労働の

保健指導対象者の約 60％は来室しているという．し

かし，総務部が時間外労働を適切に把握しているとは

言い難い．実際，サービス残業の存在や裁量労働制で

は，時間外労働の把握は困難である．特に管理職にお

いては労働裁量性を採る企業も多く，時間外労働を

「健康管理時間」などとして自己申告している企業が

多い．しかし，賃金に反映されないため制度自体が形

骸化している可能性がある．過重労働防止には適正な

労働時間の把握が必要である．また，裁量労働制であっ

ても，企業は労働者の実労働時間を把握する義務が，

免除されるわけでもない7）,8）．以上のことから，2004

年度の時間外労働の保健指導対象者の実数および来室

率を検討することは，相談室の認知度および評価指標

の一つとなりうると考える．これはメンタルヘルス対

策の評価の一つになりうる．また，管理職にも「健康

管理時間」の重要性を認識してもらうようなアプロー

チが必要であることが示唆された．

2）主訴および対処の傾向

主訴について最も多いものは 2004年では仕事のこ

と（37件）であったが，2005年には半減している．

その一方で増加傾向にあるのは「精神症状」で 2004

年は5件であったのが2005年では44件と約9倍とな

り，「確認」は2004年では22件であったのが2005年

には90件と約4.5倍となっている．

この理由は，復職後面接や時間外労働者には，健康

状態の把握や医療状況の確認ですむケースの存在が要

因として考えられる．特にうつ病による休職・復職支

援を行う場合は，体調や仕事など生活における事象の

確認と精神症状に対する保健指導が必要不可欠である．

うつ病などの場合には往々にして職場復帰を行った際

に，休んだ分を挽回しようと無理をするケースがあ

る9）．その要因の一つには病前性格があげられる．前

うつ病性格の特徴は，几帳面，真面目，きちんと物事

を運ぶ，気配りができる，などがあげられる．この性

格形成には日本の文化背景が影響しているであろう．

つまり，循環性・同調性気質者が旧西ドイツや日本の

ような原点評価型の社会に適応するための性格防衛と

して自己形成されたのがこの性格である10）．このよう

に，日本の労働者で真面目，几帳面に仕事に取り組む

人ほどうつになり，また，復職してもスリップしやす

い状況に陥りやすいことが考えられる．もう一つの要

因として，職場の期待があげられる．つまり，病前は

仕事を配分すればきちんと成し遂げるため，うつ病の

対象者への復帰後の期待は大きい．また，「うつは服

薬治療をすれば治る」と言われている．確かに，

SSRIやSNRIの登場によって，うつ病の寛解率は高

くなっている．しかし，あくまでも寛解であり，治癒

ではない．特に精神科疾患の場合，「寛解」remission

と表現されるように，「完治」もしくは「治癒」下状

態での復職とは限らない．そしてうつ病は再発しやす

い病気であり，薬物維持療法が有効であるが，同時に

副作用や症状も存在する．うつ病の場合7－8割の回

復が復職目安である11）ため，復職者への業務管理を管

理職は正しい知識を持って行うことが必要である．

管理職は「うつ病は治る病気である」という認識が

強く，再発の危険性についての知識は提供されにくい．

中央労働災害防止協会が発行している管理者向けパン

フレットにも，うつ病の病前性格，うつ病の徴候，自

殺予防などの項目はあるものの，復職後のケアやうつ

病の再発については頁が割かれていない12）．再発率の

高さを強調することが，対象者の評価を下げる要因に

なりかねず，対象者の不利益になる可能性がある．そ

のため，管理職に対して，うつ病はその人の体調に見

合った仕事の質・量であれば，コントロール可能な病

気である，という認識を持ってもらえるように，また

それは管理職のリスクマネジメントであるという認識

を持ってもらう機会の提供が必要であろう．相談室は

復職後も定期的な支援を行い，精神症状の悪化や服薬

中断，過度の労働負担は避けるような関わりが必要で

あると考え，その際定期的に管理職ともコンタクトを

とり（本人の承諾を取ることが必要である），事例を

通して管理職への知識提供やケアを平行して行うこと

が必要である．この活動は心の健康づくり指針の「事

業場内産業保健スタッフ等によるケア」による3次予

防活動，「ラインによるケア」の管理職へのアプロー

チになりうると考える．

3）相談経路と相談内容からみた労働者の抱える問題

GHQ28高得点者，本人の希望，時間外労働は，

「仕事」に関する相談が多い．また複合的問題をもつ

対象者の相談経路は，「時間外労働」「本人の希望」で

多く見られる．

（1）仕事に関する問題
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GHQ28とその下位尺度である「うつ傾向」の平均

値は，時間外労働が未利用者より有意に高かった．長

時間時間外労働のリスクは，睡眠時間の減少，過重労

働，身体的疲労から抑うつ状態への移行などが明らか

にされている13）-15）．厚生労働省は平成 14年に過重労

働による健康障害防止のための総合対策を打ち出した．

また，労働安全基準法75条，労働基準法施行規則第

35条に，過重労働や心的負荷の労災認定規則も定め

られている．A企業の業務特徴は短納期であること，

特化した技術を用いる仕事である．そのため，周囲へ

の相談の機会が少なく，仕事を抱え込み，量的負担が

増加していると考えられる16）．また，うつ病の発症要

因の職場ストレッサーで最多は「仕事の質」である17）．

「ソーシャルサポート」は仕事の量的・質的負担が多

いといった外的要求が高い場合に有効である18）．しか

し仕事上の対人関係問題をもっている場合には，ソー

シャルサポートを得ることが非常に難しくなるであろ

う．このような状況に対して上司のサポートを深める

介入は有効であるという報告がある19）．しかし一方で，

部下の職務遂行障害が小さいうちには，上司が精神的

健康相談に結びつけることが難しい20）．このことから，

「心の健康づくり指針」で示されている「ラインによ

るケア」を充実することが必要であると考えられる．

これは，管理職がメンタルヘルスの視点と，業務管理

の視点をリンクさせることが必要である．

（2）本人の希望

本人の希望群と未利用者群を比較すると，GHQ28

およびその下位尺度すべての項目で有意に平均値が高

かった．相談内容も複合した問題が多く見られた．複

合的ストレス要因と勤労者の抑うつ徴候の関連性があ

ることは渡邉ら21）の調査でも報告されている．仕事に

ついては質・量，評価，変化，仕事上の対人関係，家

庭については夫婦間，子ども，などあらゆるパタンが

存在した．夫婦間の意見の不一致は性別にかかわらず

抑うつ感，焦燥感を引き起こす22）．家庭はソーシャル

サポートのひとつである．つまり家庭が不穏である場

合には，労働者にとっては精神的健康に大きな影響を

およぼし，仕事にも支障が出かねない．対人関係のス

トレスを持つものも多く見られる．上司とのコミュニ

ケーションがない場合は，精神的健康度に負の相関が

見られることが明らかになっている23）．先行研究24）,25）

でも，仕事の量的負担の高さ・裁量権，同僚・上司の

支援不足がメンタルヘルス阻害の要因となっているこ

とが明らかになっている．

家庭・職場は労働者のソーシャルサポートの一つで

ある．Fujitaら26）は，「ソーシャルサポート」は精神

的健康度に影響すると指摘している．つまり，家庭・

職場がソーシャルサポートの機能を働かさなければ，

労働者のメンタルヘルスは維持・増進することは難し

いと考えられる．

（3）時間外労働

時間外労働で勧奨した者はそのほとんどが，1回で

面接終了し，相談内容の56.8％は健康状態の確認のみ

で終わっている．しかし，時間外労働の保健指導で勧

奨しているが，来室者の中には仕事の悩み（18名，

22.2％）や身体的問題（20名，24.7％）を抱えている

者も少なくない．中尾27）は身体症状からうつ病の発見

が可能であることを報告している．時間外労働や健診

結果指導を通してメンタルヘルスにおける二次予防が

可能になると考えられる．三谷28）の研究では，メンタ

ルヘルスセンターを受診した勤労者242名の診断名は

「不安障害」「ストレス適応障害」「鬱病エピソード」

であり，これらの転帰は寛解 9.8％軽快 47.6％であっ

た．このように，医療機関にかかることで半数以上が

改善を示すことが明らかである．また，「不安障害」

「ストレス適応障害」「鬱病エピソード」などの鑑別診

断や治療は医師の役割である．相談室はゲート機能を

もって産業医，外部資源に適切につなぐことが役割で

あり，それが労働者の健康利益に貢献する．

また，心の健康づくり指針の「ラインによるケア」

を充実させることが必要であろう．相談室は2／月の

開催であり，非常勤である．そのため，相談業務が主

となっており，職場巡視まで行うことが困難な状態で

ある．つまり，管理職がトリガー機能を持つことが2

次予防の戦略となりうる．しかし，副田29）は，管理職

が対象者を見いだすことは困難であることも報告して

いる．また，上司は部署内の上司－部下という縦断的

関係だけでなく，他部署との横断的な対人関係も重要

なストレッサーとなっている30）．管理職がメンタルヘ

ルス維持・増進すること，管理職がメンタルヘルスに

関する知識を深めることが，メンタルヘルス対策の戦

略となりうるであろう．その方法論として，副田31）は，

「上司に対してメンタルヘルス面談を行っている．そ

の結果，メンタルヘルス面談の重要性への認識は面談

後に高まる傾向が見られ，メンタルヘルス面談によっ

て今後もメンタルヘルスについて健康管理室に相談し

やすくなったと全員が回答した」と報告している．ま

た，三宅32）は個人レベルよりは職場レベルの対応に重

きを置くべきと述べている．職場の改善を行うために

は，管理職へのアプローチは欠かせない．メンタルヘ

ルス対策を行う上で管理職へのアプローチが重要であ

ると考える．

3）2次予防の観点からのアプローチ

GHQ28総得点および下位尺度の平均値は，利用者

電子デバイス設計企業における精神健康度に関する調査
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の方が未利用者より有意に高得点であった．利用者は

本人の希望だけではなく，安全衛生管理者から勧奨

（健康診断の事後指導，時間外労働）されている対象

者も含まれている．つまり，理由，きっかけの如何に

関わらず，意識的・無意識的に精神的トラブルを抱え

て利用者は相談室に来ていると考えられる．「勧奨」

というシステムが，利用者のもつ何らかの（顕在的・

潜在的）問題を明らかにできる可能性が示唆された．

これは一次予防としても機能すると考える．また

GHQ28高得点群は未利用者群と比較し，「不安と不

眠」「うつ傾向」において平均値が高かったものの有

意差は見られなかった．これは未利用群にもメンタル

ヘルス不全者がいることが推測される．今後は健康診

断の事後指導，時間外労働などの勧奨をさらに行い，

またこのような機会を有効に捉えて，メンタルヘルス

不全者への早期発見・早期介入をしていく必要がある

と思われる．現在，相談室はニュースレターを各月で

発行している．これは知識の提供という一次予防的側

面もあるが，この活動を通して相談室の存在が折に触

れ労働者の目にとまり，身近な存在としてとらえても

らう意図もある．そして二次予防の入り口になるであ

ろう．

6．まとめ

企業おけるメンタルヘルス対策の一端を担う心身両

面にアプローチする相談室活動の分析，および利用者

と未利用者の精神的健康度の比較，検討を行った．

1）相談室利用者と未利用者についてGHQ28および

その下位尺度において平均値の比較を行ったところ，

すべての項目で利用者の平均値が有意に高かった．

相談は必ずしも本人の健康度悪化の自覚にかかわら

ず行っていることから，相談室利用者は顕在的・潜

在的健康問題をもっていることが明らかになった．

2）GHQ28高得点群，時間外労働群，本人希望群に

ついて，仕事の問題を抱えている者は多かった．仕

事の問題は本人で対処できることは少ない，よって，

管理職へのアプローチが必要であることが示唆され

た．

3）職場改善を行うためには管理職へのアプローチは

必要であるが，管理職も様々なストレスを抱えてい

ると推測される．今後は管理職の精神的健康やスト

レスについて調査を行い，アプローチ方法を考える

ことが重要である．

4）本人の希望による利用者は複合的ストレス要因を

抱えていることが多かった．

5）相談室の機能として，①二次予防の早期発見・早

期介入の「ゲート的役割」②三次予防の「有所見者・

復職者へのフォロー役割」が再認識された．しかし，

この役割を有効に機能させるためには，一次予防的

視点の活動が重要であることが示された．
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要 旨

企業におけるメンタルヘルス対策の一端を担うと考えられる心身両面にアプローチ可能な相談

室活動の分析，および利用者と未利用者の精神的健康度の比較・検討を行った．分析は統計パッ

ケージSPSSver.11のt検定，一元配置分散分析を用いて検討した．その結果，

1）相談室利用者群と未利用者群について，GHQ28およびその下位尺度において平均値の比較

を行った結果，すべての項目で利用者群の平均値が有意に高かった．相談は必ずしも本人の健

康度悪化の自覚に関わらず行っていることから，相談室利用者は顕在的・潜在的健康問題をもっ

ていることが明らかになった．

2）GHQ28高得点者群，時間外労働群，本人の希望群では，仕事上の問題を抱えている者が多

かった．また，本人の希望による利用者は複合的ストレス要因を抱えていることが多かった．

仕事上の問題は本人で対処できることは少ないため，管理職へのアプローチが必要であること

が示唆された．

3）職場改善を行うためには管理職へのアプローチは必要であるが，管理職も様々なストレスを

抱えていると推測される．今後は管理職の精神的健康やストレスについて調査を行い，「ライ

ンによるケア」を充実できるような支援が課題となる．

4）相談室の機能として，①二次予防の早期発見・早期介入の「ゲート的役割」②三次予防の

「有所見者・復職者へのフォロー役割」が再認識された．しかし，この役割を有効に機能させ

るためには，一次予防的視点の活動が重要であることが示された．

キーワード:精神保健，GHQ28，長時間労働，精神保健相談


